
泰阜村の決算について

１.令和3年度会計別決算額

２.歳入の状況（一般会計）

過疎対策事業債△12,200 辺地対策事業債△
7,200 施設整備事業債 △108,100

合　計 2,704,094 100 2,728,669 ▲ 24,575 ▲ 0.9

21.村　債 257,272 9.5 373,532 ▲ 116,260 ▲ 31.1

繰越金+34,356

20.諸収入 61,781 2.3 56,582 5,199 9.2

19.繰越金 217,306 8.0 182,950 34,356 18.8

ふるさと納税寄付金 △592

18.繰入金 74,241 2.7 130,927 ▲ 56,686 ▲ 43.3 福祉施設整備基金△85,728 ふるさと創生基
金+3,255 減債基金+33,179

17.寄附金 2,677 0.1 3,238 ▲ 561 ▲ 17.3

農地･農業施設災害復旧+42,186 農地耕作条件△
18,630 農山漁村整備交付金 △7,919 衆参選挙委託金

+7,169

16.財産収入 9,400 0.3 6,846 2,554 37.3 不動産売払収入 +3,932

15.県支出金 134,019 5.0 119,641 14,378 12.0

14.国庫支出金 309,017 11.4 369,083 ▲ 60,066 ▲ 16.3
特別定額給付金 △138,014 感染症予防補助金
+11,673 公共土木災害+26,404 子育て世帯臨時交付金
+20,784

13.使用料及び手数料 55,300 2.1 56,296 ▲ 996 ▲ 1.8

12.分担金及び負担金 723 0.0 320 403 125.9

11.交通安全対策特別交付金 0 0.0 0 0 -

10.地方交付税 1,320,668 48.8 1,172,559 148,109 12.6 普通交付税　+144,080
特別交付税　　+4,030

9.地方特例交付金 2,122 0.1 1,964 158 8.0

8.法人事業所税 1,945 0.1 777 1,168 -

7.自動車税環境性能割交付金 1,436 0.1 1,562 ▲ 126 ▲ 8.1

6.地方消費税交付金 39,933 1.5 37,208 2,725 7.3

5.株式等譲渡所得割交付金 803 0.0 610 193 31.6

4.配当割交付金 746 0.0 530 216 40.8

3.利子割交付金 95 0.0 119 ▲ 24 ▲ 20.2

区　分
令和3年度 構成比 令和2年度 増減額 増減率

2.地方譲与税 33,544 1.3 33,070 474 1.4

1.村　税 181,066 6.7 180,855 211 0.1

61,716

(単位：千円）

21,083 31 401 360 41

主な増減の理由
（Ａ） （％） （Ｂ） (C)=(A)-(B) （％）

合  計 3,352,602 3,080,663 271,939 3,030,383

222,873 7,647 4,785 12,344

特
 
別
 
会
 
計

2,820,160 210,223 322,219 260,503

簡易水道 132,228 120,391 11,837 99,335

▲ 7,559

後期高齢者医療 21,515 21,443 72 21,114

89,434 9,901 32,893 30,957 1,936

介護保険 235,305 235,217 88 230,520

歳出 差引

186,864 1,615 ▲ 14,753 ▲ 13,269 ▲ 1,484

国保施設勘定 85,734 76,985 8,749 78,911

国保事業勘定 173,726 173,595 131 188,479

70,832 8,079 6,823 6,153 670

普通
会計

一般会計 2,704,094 2,453,032 251,062

令和3年度の泰阜村の決算を公表いたします。村民の皆様からいただいた税金・使用料・負担金などをどのように使わせてい
ただいたかを表したものです。この決算は、監査委員の意見を付し9月の村議会に提出し、承認を受けました。

(単位：千円）

区  分
令和3年度 令和2年度 前年度比較

歳入 歳出 差引 歳入

2,412,024 2,229,074 182,950 292,070 223,958 68,112

歳出 差引 歳入



３.歳出の状況（一般会計）

(１)目的別歳出

(２)性質別歳出

(ｄ）小計（９＋１０＋１１）

合　　　計 2,453,032 100.0 2,511,363 ▲ 58,331 ▲ 2.3

その他経費
549,015 22.4 365,873 183,142 50.1

11．積立金 363,423 14.8 191,830 171,593 89.5 財政調整基金+161,278
減債基金+49,865

10．繰出金 185,592 7.6 174,043 11,549 6.6

(c）小計（６＋７＋８）

9．出資金貸付金 0 0.0 0 0 -

消費的経費
623,337 25.4 741,392 ▲ 118,055 ▲ 15.9

あいパークやすおか補修資材
△1,950

8．補助費等 182,824 7.5 388,088 ▲ 205,264 ▲ 52.9
商工業補助金△34,048
電算システム共同化負担金△6,777

7．維持修繕費 2,576 0.1 4,616 ▲ 2,040 ▲ 44.2

　(b)小計（４＋５）

6．物件費 437,937 17.8 348,688 89,249 25.6 学校用タブレット購入+14,113商品券発行委
託+31,497 山のレストラン管理委託+7,200

投資的経費
504,966 20.6 651,353 ▲ 146,387 ▲ 22.5

5．災害復旧事業費 109,318 4.5 76,356 32,962 43.2 公共土木災害復旧事業費△11,902
農林業災害復旧事業費+45,689

4．普通建設事業費 395,648 16.1 574,997 ▲ 179,349 ▲ 31.2

義務的経費
775,714 31.6 752,745 22,969 3.1

(a）小計（１＋２＋３）

3．公債費 308,480 12.6 281,897 26,583 9.4

2．扶助費 137,802 5.6 106,686 31,116 29.2 非課税世帯臨時給付金+25,390
自立支援介護給付費+3,333

1．人件費 329,432 13.4 364,162 ▲ 34,730 ▲ 9.5

主な増減の理由

（Ａ） （％） （Ｂ） (C)=(A)-(B) （％）

区　　分
令和3年度

構成比
令和2年度

増減額 増減率

(単位：千円）

合　　計　 2,453,032 100.0 2,511,363 ▲ 58,331 ▲ 2.3

13.諸支出金 0 0.0 0 0 0.0

公共土木災害復旧事業費△11,902
農林業災害復旧事業費+45,689

12.公債費 308,480 12.6 281,897 26,583 9.4

11.災害復旧費 109,318 4.5 76,356 32,962 43.2

防災行政無線設備改修△24,150

10.教育費 207,463 8.4 181,696 25,767 14.2

9.消防費 58,922 2.4 100,139 ▲ 41,217 ▲ 41.2

地場産業生産加工施設増築工事
+113,674

8.土木費 255,717 10.4 218,793 36,924 16.9 社会資本交付金事業+25,690
道整備交付金事業+29,900

7.商工費 169,690 6.9 77,568 92,122 118.8

6.農林水産業費 95,518 3.9 131,335 ▲ 35,817 ▲ 27.3

5.労働費 48 0.0 52 ▲ 4 ▲ 7.7

特別定額給付金△159,200
保育所建設事業△304,824

4.衛生費 143,787 5.9 123,123 20,664 16.8

3.民生費 465,155 19.0 884,463 ▲ 419,308 ▲ 47.4

2.総務費 612,729 25.0 409,898 202,831 49.5
財政調整基金+161,278
減債基金+49,865

1.議会費 26,205 1.0 26,043 162 0.6

主な増減の理由
（Ａ） （％） （Ｂ） (C)=(A)-(B) （％）

区　　分
令和3年度

構成比
令和2年度

増減額 増減率

(単位：千円）



（１）補助事業 （単位：千円）

（２）単独事業 （単位：千円）

（３）災害復旧事業 （単位：千円）

農林水産費

衛生費

林道千遠線 等

交通安全対策事業（ガードレール設置） 697 林道大恵曽線、林道万古川線

環境整備対策事業 1,178 6件

消防費
消防団詰所建設事業 1,870 実施設計書作成

防災行政無線デジタル化設計業務 1,430 実施設計書作成

宅地造成工事 6,991 田本地区

村営住宅修繕工事 9,465 白アリ対策6件、温田上住宅解体、村内一円修繕工事

住宅リフォーム事業補助金 3,057

民生費

野生獣共同埋設所改修工事 880 進入路、フェンス設置

獣害対策捕獲施設移設 1,067 捕獲檻移設

林道整備事業 880

介護予防拠点施設整備工事 962 あさぎり館ツバメ対策、修繕等

新保育所建設工事 20,427 旧園舎解体、遊具設置

間伐事業 272 民有林整備事業（間伐嵩上げ）補助金

水源林対策事業 693 水源林対策事業

農林業振興総合対策事業補助金 2,340 電牧10件、基盤整備1件、資材4件

民　生　費 新型コロナウイルス感染症対策事業 4,230
社会就労センター給湯器設置
保健福祉センター手洗い器設置
社協移動入浴車購入補助金

インターネット設備工事 132 村営住宅インターネット設備設置

計 109,318

災害復旧費
現年農林水産施設災害復旧事業 72,276 村内一円
現年災公共土木施設災害復旧工事 37,042 村内一円

計 262,495

区　分 事業名・箇所名等 決算額 事　業　概　要

教育費

中学校　　　校舎体育館等修繕工事 6,996 体育館外壁・屋根修繕
施設設備設置工事 261 浄化槽ポンプ取替

構造物修繕工事 1,680
学校美術館改修工事 2,088 エアコン設置

ふれあいの森図書館修繕工事 1,674 ベランダ、自動ドア等修繕

地下タンクFRPライニング工事

不燃物処理場工事 99 埋立ごみ覆土

一般廃棄物収集所設置 379 金野地区　６班収集所
太陽光発電施設設置補助金 400 2件

17件

村営住宅建設事業 22,100 三耕地日向住宅　１棟

土木費

あいパークやすおか施設修繕事業 5,499 パターゴルフ人工芝張替、災害復旧
村道維持修繕工事 14,414 村内一円　
交通安全対策事業（ガードレール,フェンス設置） 258 金野地区、村道159号線平屋沼の入線

商工費
商工業振興事業 486 設備改修支援事業 1件
地場産業生産加工施設整備事業 113,674 増築工事、設計料

二軒屋キャンプ場改修事業 834 トイレ改修

山村振興施設改修工事 179 左京の宿　風呂場サッシ

案内看板設置工事 234 村有森林立入禁止看板設置

社会就労センター解体工事 4,294 旧平島田分所

社会就労センター改修工事 520 手摺設置,コンセント増設,浄化槽修繕

地域交流センタ整備工事 1,870 悠々トイレ、エアコン設置

やすおか荘修繕工事 440 換気口オペレータ修繕

コミュニティ助成事業 1,102 ハンマーナイフモア購入
遊具撤去工事 333 田本ふれあい広場、金野諏訪社
高齢者にやさしい住宅改良補助金 630 1件

ひとねる条例補助金 6,080 住宅用地取得３件、住宅新増改築４件
村有住宅跡地土留め工事 2,365 金野住宅

総務費

CATVケーブル支障移設・修繕工事 7,998 CATVケーブル移設工事、保安器点検取替工事 他

公用車購入事業 6,160 アクア、セレナ購入
庁舎改修維持修繕工事 7,107 役場庁舎エアコン設置ツバメ対策,屋上修繕,農林指導室修繕

計 133,153

区　分 事業名・箇所名等 決算額 事　業　概　要

教　育　費

学校保健特別対策事業 673 小学校網戸設置工事

新型コロナウイルス感染症対策事業 8,165
小中学校通信環境整備工事
中学校サーバ室整備工事
タブレットPC充電保管庫設置

30,589 村道122号相戸峠東線
消　防　費 新型コロナウイルス感染症対策事業 3,828 防災拠点Ｗｉ－Ｆｉ設備設置

林道栃城線改良工事
商　工　費 新型コロナウイルス感染症対策事業 765 悠々　エアコン設置

土　木　費
社会資本整備交付金事業 67,319

村道10号（万古隧道）米川橋、米底橋、
村道１号線修繕　橋梁定期点検支援業務

道整備交付金事業

衛　生　費 合併浄化槽整備事業 3,200 6基

農林水産業費
農地耕作条件改善事業 117 事務費
林道改良事業 13,167

区　分 事業名・箇所名等 決算額 事　業　概　要
総　務　費 新型コロナウイルス感染症対策事業 1,100 電子黒板（ＭＡＸＨＵＢ）購入

４.建設事業の実施状況



５.主な財政指標の推移
（単位：千円、％）

※1　財政力指数

※2　経常収支比率

◇健全化判断比率

※3　実質公債費比率 （早期健全化規準 25％　財政再生基準 35％）

※4　将来負担比率 （早期健全化規準 350％　財政再生基準 なし）

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率です。

地方公共団体の財政力を示す指標で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去3年間 の平均
値。この数値が1に近いかあるいは１を超えるほど財政力が強いと見ることができます。

地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源のうち、人件費、扶助
費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充当されたものが占める割合です。財政構造の弾力性（臨
時の財政需要に対する財政の適応力）を判断する指標となります。

健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）、資金不足比率 は「地方
公共団体の財政の健全化に関する法律」により平成19年度決算から算定・公表が義務付けられた指標です。 　こ
れらの指標のうち、１つでも早期健全化基準となる場合には、自主的な改善をするため「財政健全化 計画」を策
定する必要があり、財政再生基準以上の数値になった場合には「財政再生計画」を策定し、国の関与を受け確実
な再生を図るものとされています。
 ※泰阜村の実質赤字比率、連結実質赤字比率、将来負担比率は、数値なしです。

この数値は、標準的一般財源の規模に対する公債費相当額の割合を測るものであり、財政状況の悪化の度合いを
判断する指標です。公表が義務付けられた平成19年度に26.0％だった泰阜村の数値は、令和２年度には18.1ポイ
ント改善しました。これは、継続的に行ってきた村債の繰上償還により、返済額が減少したことが主な要因で
す。

実質公債費比率　※3 7.1 7.9 8.2

将来負担比率　※4 ▲ 96.8 ▲ 80.1 ▲ 66.6

経常収支比率　※2 60.3 69.7 74.0

年度末地方債現在高 2,747,014 2,850,770 2,658,296

実質収支（普通会計） 200,532 164,559 168,780

財政力指数(3ヵ年平均)　※1 0.16 0.17 0.17

歳入総額（普通会計） 2,704,094 2,728,669 2,412,024

歳出総額（普通会計） 2,453,032 2,511,363 2,229,074

区　分 令和３年度 令和２年度 平成31年度



６.基金

一般会計 （単位：千円）

国民保険特別会計事業勘定 （単位：千円）

介護保険事業特別会計 （単位：千円）

簡易水道特別会計 （単位：千円）

量水器積立基金 7,113 6,184 929

介護保険支払準備基金 14,989 15,344 ▲ 355

計 14,989 15,344 ▲ 355

計 67,386 68,347 ▲ 961

区　分

計 25,087 24,129 958

区　分 令和３年度 令和２年度 増減

水道財政調整基金 17,974 17,945 29

令和３年度 令和２年度 増減

区　分 令和３年度 令和２年度 増減

国民健康保険事業財政調整基金 67,386 68,347 ▲ 961

計 2,047,255 1,757,973 289,282

優良繁殖家畜導入事業基金 2,310 2,310 0

森林環境譲与税基金 8,371 5,548 2,823

地域福祉推進基金 22,386 22,350 36

土地開発基金 62,974 62,874 100

CATV改修基金 18,148 16,123 2,025

協力隊定着活動支援基金 2,393 2,385 8

奨学金基金 15,019 15,019 0

平和宮基金 916 911 5

学校建築基金 12,326 12,306 20

倉沢記念館建設基金 893 892 1

水田農業確立対策基金 22,850 22,850 0

ふるさと水と土保全基金 6,792 6,781 11

福祉基金 114,911 114,911 0

福祉施設整備基金 80,506 92,359 ▲ 11,853

ふるさと創生基金 195,449 201,209 ▲ 5,760

ふるさと思いやり基金 38,879 36,842 2,037

道路整備基金 366 366 0

住宅整備基金 302,167 271,735 30,432

財政調整基金 885,973 633,262 252,711

減債基金 253,626 236,940 16,686

区　分 令和３年度 令和２年度 増減


